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嬉野市嬉野老人福祉センター指定管理者募集要項 

 

嬉野市嬉野老人福祉センターの指定管理者を募集します。 

 

第１ 施設の概要 

 

１．設置の目的・沿革 

嬉野市嬉野老人福祉センターは、昭和５７年４月に高齢者の各種相談、健康増進、教養

の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与することを目的に設置された

施設である。 

平成１８年１月１日の市制制定時に嬉野市老人福祉センター条例（平成１８年条例第１

０３号。以下「条例」という。）を制定、平成１８年４月１日から指定管理者制度を導入

し、社会福祉法人嬉野市社会福祉協議会が令和９年３月３１日までの２１年間、指定管理

の業務を行っている。 

 

２．対象施設 

（１）名 称  嬉野市嬉野老人福祉センター 

（２）所 在 地  嬉野市嬉野町大字下宿丙２３９０番地２ 

（３）延床面積  ９７４．２９㎡ 

（４）建物構造  鉄筋コンクリート造り（１階部分、ただし、機械室は地下１階） 

（５）建築年月  昭和５７年３月 

（６）施設内容  

事務室、教養娯楽室、老人集会室、研修室、生活相談室、相談室、パソコン室、リ

ハビリテーション室、露天風呂（男・女）、浴室（男・女）、趣味活動室、地下１階・・

ボイラー室、ろ過装置、滅菌装置等 

（７）利用対象者（条例第４条） 

 ①市内に住所を有する６０歳以上の者 

    ②市長が特に必要があると認めるときは、６０歳未満の者及び市外居住者にも利用

させることができる。 

 

第２ 管理の基準・業務の範囲 

 

１．管理基準 

（１）開館時間 午前８時３０分～午後５時（条例第５条） 

（２）休 館 日（条例第６条） 

    ①日曜日 

②毎月第２及び第４土曜日 

③国民の休日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

④８月１３日から８月１５日まで 

    ⑤１２月２７日から翌年１月４日まで（③に掲げる日を除く） 
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   ＊ただし、指定管理者は必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、 

開館時間及び休館日を変更し、又は別に定めることができる。（条例第１３条第２項

関係） 

（３）利用許可  条例第７条（利用許可）の規定による。 

（４）利用制限  条例第８条（利用制限）の規定による。 

（５）利用料金  一人一日につき２００円 

（６）法令遵守  

以下に掲げる法令を遵守すること。 

① 嬉野市老人福祉センター条例（平成１８年条例第１０３号） 

② 嬉野市老人福祉センター条例施行規則（平成１８年規則第７３号） 

③ 嬉野市情報公開条例（平成２６年条例第３３号） 

④ 嬉野市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第１６号） 

⑤ 嬉野市行政手続条例（平成１８年条例第１２号） 

⑥ 地方自治法、行政手続法、社会福祉法その他関係法令 

 

２．業務の範囲 

（１）条例第３条に掲げる業務 

    ①高齢者の生活、身の上、健康等に関する相談、指導 

    ②高齢者の教養向上、レクリエーション等のため必要な便宜の提供 

    ③その他市長が適当と認める事業 

（２）嬉野市嬉野老人福祉センターの利用の許可に関する業務 

（３）嬉野市嬉野老人福祉センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

（４）上記に掲げる業務のほか、）嬉野市嬉野老人福祉センターの運営に関する事務の 

うち、市長固有の権限に属する事務を除く業務 

（５）事業計画の作成・実施 

（６）管理業務の収支予算書・事業報告書の作成 

（業務の詳細は、嬉野市嬉野老人福祉センター指定管理者管理業務仕様書を参照の 

こと。） 

 

第３ 指定の期間 

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで（３年間） 

ただし、指定管理を継続することが適当でないと認めたときは指定を取り消すことがある。 

 

第４ 管理費用 

当該施設の管理経費は、嬉野市が指定管理者に支払う委託料と、指定管理者が得る利用

料金収入及びその他の収入をもって充てる。 

（１）委託料 

    指定期間内における１年間毎の委託料の額は、事業計画書や収支予算書などの内容

及び運営計画、市の財政状況等を踏まえて総合的に検討し、指定管理者と協議のうえ

協定書に定め、委託料として予算の範囲内で支払う。 
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    委託料上限額（１年間）９，５８１，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

   

（２）利用料金制 

嬉野市嬉野老人福祉センターは、地方自治法第２４４条の２第８項に規定する「利

用料金制」を採用するため、指定管理者は、利用に係る料金を自らの収入とすること

ができる。 

（３）利用料金の減免 

公益上特に必要があると認めるときは、利用料を減額し、又は免除することができ

る（条例第１５条）が、減免によって利用料が減収となったときは、指定管理者の負

担とする。 

 

第５ 応募資格 

 

１．応募者の資格 

嬉野市嬉野老人福祉センターの指定管理者となりうるものは、指定期間中に施設を安全

かつ円滑に管理運営し、嬉野市の高齢者の健康増進と福祉の向上に資することができると

ともに、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第８２条の規定に基づく苦情解決のシス

テム（制度）を整備し、次の事項に該当しない法人又は団体とする。 

（１）当該法人又は団体の責めに帰すべき事由により、他の地方公共団体から指定を取り

消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない法人又は団体 

（２）当該法人の役員及び当該団体の代表者又はこれに順ずる地位の者が、破産者で復権

を得ない者である法人又は団体 

（３）破産手続き開始の決定を受けた法人又は団体 

（４）市内に事務所又は事業所を有しない法人又は団体 

（５）国税、都道府県民税、市町村民税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納している

法人又は団体の代表者 

 

２．管理・運営に必要な資格・免許等 

嬉野市嬉野老人福祉センターの管理運営には、次の資格・免許等を有する者を必要とす

る。 

（１）甲種防火管理者（再委託不可） 

（２）ボイラー取扱技能講習修了者（再委託不可） 

（３）中型自動車運転免許１種（８ｔ限定解除）以上の取得者（再委託不可） 

 

第６ 申請の方法 

 

１．申請書類 

申請に当たっては、嬉野市公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例（平成１８

年条例第６３号。以下「指定管理者条例」という。）及び同条例施行規則（平成１８年規

則第５２号）の規定により、下記の表に記載の書類を提出すること。なお、市が必要と認
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める場合は、追加して資料を求めることがある。 

提出部数 各９部（正本１部、副本８部） 

番号 書  類 様 式 備 考 

１ 指定管理者指定申請書 様式第１号 条例第４条関係 

２ 事業計画書 様式第２号 同上 

３ 収支予算書 様式第３号 同上 

４ 
定款又は寄付行為の写し 任意様式 法人以外の団体にあっては、会則

等 

５ 登記事項証明書 同上 法人のみ 

６ 
前事業年度分の貸借対照表及

び財産目録 

同上  

７ 
過去３か年の収支決算書 同上 経営実績が１年未満の場合は、経

営状況を説明する書類 

８ 法人又は団体の概要、事業内容 同上  

９ 
法人又は団体担当者連絡先 任意様式 住所、電話・ファクシミリ番号、

電子メールアドレス、担当者氏名 

１０ 

直近の納税証明書（滞納のない

証明書） 

同上 ・法人は法人市町村県民税、法人

事業税、消費税及び地方消費税 

・団体は団体代表者の個人市町村

民税 

１１ 誓約書 別紙１  

注意事項 

①申請に要する経費は、申請者の負担とする。 

②申請書類等は返却しない。 

③申請書類等の著作権は、申請者に帰属する。なお、市は、必要に応じ申請書類の全部

又は一部を複写及び公表できることとする。 

④申請書類は、情報公開の請求により開示することがある。 

⑤応募は１団体１申請のみとし、複数の申請はできない。 

⑥応募に際して提出する運営管理体制の構成員は、他の応募団体が提出する運営管理体 

制の構成員になることはできない。 

⑦各種証明書等については、３か月以内に取得したものに限る。 

※表１～３、１１の様式は、嬉野市ホームページからダウンロードすることができる。 

 

２．申請手続 

（１）募集要項配布 

    配布期間 令和８年７月２８日（火）から令和８年９月７日（月）まで 

配布方法 嬉野市ホームページからダウンロードするものとする。  

（２）申請書類の受付 

    提出期間  令和８年８月７日（金）から 

          令和８年９月７日（月）午後５時まで（必着） 
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提出方法  郵送または持参 

    提 出 先  〒８４３－０３９２ 

佐賀県嬉野市嬉野町大字下宿乙１１８５番地 

嬉野市役所（嬉野庁舎）福祉部 福祉課 高齢者福祉グループ 

              （受付・・平日の午前８時３０分から午後５時まで） 

（３）問合せ先  

嬉野市役所 福祉部 福祉課 高齢者福祉グループ 

【電話】０９５４－４２－３３０６ 【ＦＡＸ】０９５４－４２－０４７２ 

     【E-mail】fukushi@city.ureshino.lg.jp 

（４）質問書の受付・回答 

    提出期限  令和８年８月１４日（金）午後５時まで（必着） 

    提出方法  質問書（別紙２）により福祉課へ持参、郵送、メール又はファックス 

で提出 

回答は、令和８年８月２４日（月）までに嬉野市ホームページに掲載する。 

（５）現地見学及び業務説明会 

    特に実施しない。 

 

第７ 指定管理者の選定 

嬉野市指定管理者選定委員会（指定管理者条例第５条の２に規定する委員会。以下「委

員会」という。）が、１次審査（書類審査）及び２次審査（面接審査）を行う。 

 

１．事業計画書の評価基準 

  指定管理者の選定に当たっては、指定管理者条例第５条第１項各号の選定基準に照らし、

評価基準は以下のとおりとする。なお、審査項目の詳細は別紙「審査基準表」のとおりと

する。 

（１）提案内容 

①提案内容が、高齢者の各種相談に応じるとともに、健康増進を図り、教養の向上

や充実した生きがいのある生活を支援するに適したものか。 

②提案内容が、具体性、実現性があるか。 

③提案内容が、施設の設置目的を達成するものか。 

（２）収支計画書の収入及び支出の見積額及びその内容の評価 

 

２．選定の結果及び指定の手続き 

（１）１次審査の結果は、すべての申請者に書面で通知する。 

（２）１次審査通過者は、委員会で２次審査（面接審査）を行い、その結果は、すべての

１次審査通過者に書面で通知する。 

（３）市長は、委員会が選定した指定管理候補者及び次点の者のうちから、総合的に判断

して指定管理者を決定する。 

（４）選定結果は、指定管理候補者及び次点の者へ書面で通知する。 

（５）指定管理者とする議会の議決を得た後、指定する法人又は団体に対し書面で通知す
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る。 

（６）選定･指定の結果は、嬉野市ホームページ、市報等で公表する。 

 

３．無効又は失格 

指定管理者の申請が以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがある。 

（１）申請書の提出方法、提出期限等が守れなかったとき。 

（２）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

（３）虚偽の内容が記載されているもの。 

 

４．指定の取消し 

市長は、指定管理者が法令違反等により管理を継続することが適当でないと認めたとき

は、指定管理者の指定を取消すことがある。その場合、指定管理者の損害に対して、嬉野

市は、賠償を行わない。一方、取消しに伴う嬉野市の損害については、指定管理者に対し

の損害賠償請求を行うことがある。 

なお、指定の取消しを受けた指定管理者は、次期指定管理者が円滑に支障なく業務がで

きるよう引継ぎを行うものとする。 

 

５．選定事務の所管 

選定事務については、嬉野庁舎 福祉部 福祉課が所管する。 

 

 

第８ 指定管理者との協定について 

  指定管理者の指定後、協定締結の前に、再度詳細について協議し、確認することとする。 

 


